
（別紙様式４－１）                                     （県立高等学校・中学校用） 

湧心館高等学校（通信制）令和５年度（２０２３年度）学校評価表  
 

１ 学校教育目標    

基本的人権の尊重に基づき、生徒一人一人に対して深い愛情と理解をもって、生徒一人一人の教育的 

ニーズに応じた「最適な指導・支援や合理的配慮」を行い、徳（豊かな人間性）・体（健康と体力）・知

（確かな学力）の調和の取れた生きる力を備えた総合的人間力の育成に努める。 

 また、郷土に思いを馳せ、生涯にわたって郷土に誇りを持てる人材に育てる。 

 

２ 本年度の重点目標   

１ 確かな学力を育成し、自己実現を図る態度を育む 

（１）主体的・対話的で深い学びの中で、思考力、判断力、表現力を育むとともに、生涯にわたって 

学び続ける態度を養う。 

（２）生徒一人一人に応じた指導・支援を実践し、学力の基礎・基本を定着させる。 

（３）望ましい勤労観・職業観を育成し、一人ひとりに応じた進路指導を行う。 

２ 道徳性と豊かな情操を育む 

（１）心に響く多様な指導を通して命を大切にする心や他者を思いやる心を育む。 

（２）規範意識を身に付け、善悪を判断し、自ら律する力を育む。 

（３）我が国と郷土の歴史や文化・伝統を尊重する態度とグローバルな視点を育む。 

３ 心身の健康と自己を管理する態度を養う 

（１）基本的な生活習慣と正しい食習慣を身に付けさせる。 

（２）運動に親しむ態度を育み、体力を向上させるとともに、豊かなスポーツライフを実現・継続する 

ための資質・能力を育む。 

（３）生涯を通じて安全な生活を送る基礎を培うとともに、安全で安心な社会づくりに貢献できる資質・ 

能力を育む。 

 

３ 自己評価総括表  

  評価 項目 
評価の観点 具体的目標 具体的方策  評価 〇成果と●課題 

大項目 小項目 

学校 

経営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カリキュ

ラムマネ

ジメント

の実践 

スクールミッ

ション及び重

点目標が示す

「資質･能力

」の育成 

・重点目標及

びスクール

ミッション

の達成に向

けて全方位

的に教育活

動に取り組

む。 

・各部の業務実施計

画とスクールミ

ッション及び重

点目標との関連

を明確にする。（

目標･目的･内容）  

・教育目標具現化に

向けた研修実施。 

A

Ａ

Ａ

A

A 

Ｂ 

 

〇スクールミッションで示した「

自己管理能力」の育成を職員が

意識、生徒も「自己管理能力が

身に付いた」という認識が増え

た。 

〇教育目標「確かな学力の育成」

の取組としてレポート及び面

接の工夫にあわせて学習会を

中心に丁寧な指導に取り組ん

だ。 

「探究活動の充実」の充実のた

め外部講師の招聘及び視察を

実施した。 

 

選択の幅を広

げる教育課程

の編成 

 

学校設定教科

及び新教育課

程導入を滞り

なく進める。 

・学校設定科目と新

教育課程に対応

するレポートを

作成改良する。 

・新教育課程用受講

マニュアル改善。 

 

 

Ｂ 

○新しい評価基準に対応できる

レポート改良を続ける。 

○新教育課程用の受講マニュア

ルの改善を進めた。 



 

 

学校 

経営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育目標 

の具現化

に向けた 

学年経営 

-協力校- 

１年教育活動

の充実 

・通信制の生

活と学びに

慣れさせる

。 

・生徒理解の

推進 

・進級率を 

６５％以上

とする。 

・学年会等で生徒の

情報を共有する。 

・生徒への声掛けを

積極的に行い、学

習や生活面で保

護者とも連携す

る。 

・担任面談・連絡の

徹底、学習支援の

充実。 

 

 

 

Ｂ 

〇支援が必要な生徒には個別の
支援計画を作り、定期的に生徒・
家庭へ連絡をするなど、個に応じ
た支援を行った。学習会への参加
を積極的に呼びかけ、ほとんど毎
回１０人以上出席して頑張った。
郷土のことを知り、少しでも資格
取得に興味を持たせるため、水検
定を実施した。１月２５日現在の
進級予定率が７２．２％で目標を
上回った。 

●なかなか登校できなかったり

連絡が取れなかったりする生徒

が各クラスに複数名おり、レポー

ト提出ができず、単位を修得でき

なかった生徒も多くいる。 

２年教育活動

の充実 

・規範意識の

醸成 

・２年次進級

率80％以上

を目指す。 

・担任面談を適宜実

施し、学習･進路･

生活指導の中か

ら規範意識を醸

成し、学習活動の

活性化につなげ

る。 

 

 

 

Ｂ 

○担任面談を実施し、生徒の学習

・進路・生活指導を行った。 

○支援が必要な生徒に対して個

別の支援計画を作成し、登校で

きない生徒に対して、電話で様

子を伺い、個に応じた支援を実

施している。 

●レポート、スクーリングなど全

く活動をしない生徒が一定数

いる 

○現段階で進級可能な生徒は.81

％である。 

３年教育活動 

の充実 

・進路希望の

実現 

 

・３年次進級

率を80％以

上とする。 

・生徒、保護者と

の面談や連絡を

密に行い、進路

希望に応じた指

導を適切に行う

。 

・卒業、進級のため

にレポート提出

に遺漏がないよ

う注意喚起する。 

 

 

 

Ｂ 

○生徒や保護者に必要に応じて

連絡を取り、個に応じた指導を

行った。また、問題を抱える生

徒には学年間で情報を共有し、

連携して解決にあたった。 

○進路希望は丁寧に面談を続け、

多くが希望通りの進路に進ん

でいる。 

○進級率は88.5％の予定 

４年教育活動 

の充実 

・進路希望の 

実現 

 

・４年生卒業 

率を75％以 

上とする。 

・生徒理解を深め

個々に応じた指

導および支援を

行う。 

・進路については

三者面談等を通

して保護者との

共通理解を図る

。 

・早期のレポート

提出を促す。 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

〇必要な生徒には個別の支援計
画を作り、なかなか登校できない
生徒には定期的に電話連絡をす
るなど、個に応じた支援をしてい
る。 
〇進路指導は生徒の希望を聞き
取り、個別に対応している。 
〇前期卒業予定者８名のうち４
名が卒業することとなった。 
〇卒業予定者７６名のうち６１
名が卒業予定である。（79％ Ｒ
6.1.25 現在） 
●登校できなかったり連絡が取
れなかったりする生徒が複数名
いる。早期のレポート提出を促す
も、実行できない生徒が多い。 
 

協力校教育活

動の充実 

・鹿本協力校 

・進路希望の

実現 

 

・スクーリング日

に面談を頻繁に

実施し、学校説

 

 

Ｂ 

○進路相談は、協力校スクーリ

ング日に実施できた。３修生は

本校でのスクーリング日に行っ



 

 

  

学校  

経営 

・天草協力校 

・芦北協力校 

・人吉協力校 

・進級率75％

とする 

明会で得た詳細

情報を説明し伝

える。 

 

 

 

た。 

○進級率は79.1％であった。 

●学校説明会の情報をタイムリ

ーに伝えることに苦労した。 

広報･募 

集活動の

推進 

 

 

 

 

本校通信制教

育のシステム

・特色等の周

知徹底 

・前期・後期

（新入学・転

編入学等）入

学者数の現状

維持を目指す

。 

・体験入学及び個

別の学校説明会

を実施する。 

・上記案内を県内

高等学校・中学

校、特別支援学

校中等部へ配布

する。 

・ＨＰや『図南』

を活用した広報

を充実させる。 

・電話質問等には

丁寧に対応する

。 

 

 

 

 

Ｂ 

○体験入学及び学校説明会の案

内を、県内中学校及び高校へ

FAX送信した。結果、前期体験

入学及び学校説明会には１２

３組が参加した。後期体験入

学及び学校説明会には１０９

組が参加した（２月１日現在

）。本校のみならず、協力校

での説明会にも応じた。後期

の学校説明会の実施形態を変

更し、職員には好評のようで

ある。 

●ＨＰの更新は月２回ほどで、

頻繁に更新ができなかった。 

業務改革 ＰＤＣＡサイ

クルの実践 

 

業務毎や年度

末反省を業務

改善につなげ

る。 

・上半期時点で学

校評価の成果と

課題を洗い出し

、下半期につな

げる 

・年度末反省を計

画的に進め、次

年度改善案を具

体化し実践する

。 

 

 

 

Ａ 

 

○９月末に学校評価の中間評価

を実施。これにより、下期に

向けた取組の充実につなげる

ことができた。 

○業務改善について改善案およ

び実践行動について共有のフ

ォルダに書き込めるようにし

て協議を進めて改善しやすく

した。 

 

教職員のＩＣ

Ｔ活用指導能

力等向上 

全職員がＩＣ

Ｔを活用した

会議や情報発

信ができるこ

とを目指す。 

・各種会議や集会

において、

Google Meet等を

利用した配信を

全職員が実践で

きるようにす

る。 

・Google 

Classroom等を利

用したペーパー

レス化に努め

る。 

 

 

 

Ａ 

〇ＩＣＴ研修を重ね、活用の機

会を設定したことで、協力校

への遠隔授業配信など全職員

が配信できるようになった。 

 

〇ペーパーレス化実現した業務 

１）健康観察Classroomを活用 

２）毎朝の朝会要項 

３）回覧や周知する文書 

 

働き方 

改革 

 

 

 

 

業務の見通し

と効率化 

 

業務に見通し

を持ち計画的

かつ効率的に

業務を進め負

担感軽減を図

る。 

・業務のマニュア

ルや業務引継書

を作成する。こ

れにより、業務

の効率化を図る

と同時に負担感

軽減につなげる

。 

 

 

 

Ｂ 

〇共有フォルダを活用して業務

改善を集約した。 

〇Ｒ４年度末の引継書により、

新規の校務分掌担当者の負担

感軽減につながった。一部業

務になるが、業務内容の見え

る化につながっている。 

●業務の完全平準化までは至っ

ていない。偏りがある業務が

ある。 

休暇の取得率

向上 

 

年休取得率向

上により、心

身のリフレッ

シュを図る。 

・メリハリのある

働き方を推奨す

る。 

・衛生委員会を月

 

 

 

Ａ 

○衛生委員会を月１回実施し、

教職員の時間外勤務や健康状

況の共通理解を図った。 

 



１回実施し、教

職員の体調等を

早期把握し対応

していく。 

●夏季休暇取得率９８．４％ 

○Ｒ５年休取得状況 

教諭平均:１４．６日 

講師平均: ８．５日 

学力 

向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生徒の 

「自己管

理能力」 

の向上 

 

レポートの提

出率および進

級・卒業率の

向上 

 

 

 

・レポート提

出率を全体

で前年度比

５％増を目

指す。 

・第１回目レ

ポートの未

提出割合を

前年度より

減少させ

る。 

・全学年の進 

級率を80％ 

以上とする 

・教員による丁寧

なレポート添削

や学習会を活用

したレポート作

成支援。 

・登校毎に学習状

況通知票を配

付、生徒の自己

管理能力の向上

を目指す。 

・学習意欲向上に

向け、学習補助

資料を学校ＨＰ

に掲載。ＮＨＫ

高校講座のＱＲ

コードも補助資

料に掲載。 

・欠席者への資料

送付など、学校

情報発信を工夫

し、周知徹底す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

○レポート提出率は年間通して

71.5％である（２月１日現在

）。 

●１回目のレポート提出率が

86.0％であるので、最初から

提出しない生徒が少なからず

いる。対策が必要である。 

●前期の単位修得率が74.18％で

、昨年度から2.08ポイント下

がっている。この数字がほぼ

進級率と同じと考えられる。 

○学習補助資料はスクーリング

の度に学校ＨＰに掲載した。 

学習会・

模擬試験

の活用推

進 

 

学習会や模擬

試験の活用に

よる進級率向

上と進路実現 

 

・資格、検定

の受験者及

び合格者数

において前

年度以上を

目指す。 

・模擬試験の

受験者数に

おいて前年

度以上を目

指す。 

・学習会の活

用を通して

進学、就職

者決定者数

の増加を目

指す。 

・学習会「レポー

ト合格コース」

で、生徒の質問

を受け付け、自

力でレポート課

題の仕上げが難

しい生徒を支援

する。 

・学習会「大学受

験コース」で、

模試受験者に対

する過去問対策

等の指導を行

う。 

・学習会の午後の

時間帯を活用

し、個別の進路

相談に応じる。 

・月に一回キャリ

アサポーターの

前原先生に水曜

日に出勤してい

ただき、通信制

生徒の就職相談

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

〇漢検６名、英検９名、食物検

１ 名、消費者検１９名受

験。 

〇１月末までの模擬試験の受験

者数はのべ１４１名。そのう

ち三課程合同模試（スタディ

ーサポート）を４１名受験。 

〇大学入学共通テスト申込１５

名。実受験者９名。 

〇１月末までの上級学校合格者

３８名。(Ｒ４は３４名)で、

前年度を上回っている。 

〇キャリアサポーターとの就職

相談を生徒３名が利用した。

また、就職応募に係る面接練

習でも活用できた。 

●一般受験での大学進学希望者

に向けた、学力向上を目指し

た対策は量的・質的に大幅に

不足している。さらに、次年

度以降は新課程科目に対応し

た受験対策が必要だが、本校

の現状では、教育課程や開講

科目の面からも、割ける人員

の余裕の面からも対応が困難

である。 

確かな学

力を育む

主体的・対話

的で深い学び

・生徒に「学

ぶ楽しさ」

・面接授業の際の

「問い」の工夫

Ａ 

 

○数少ない面接授業の中で時間

に追われ、生徒にじっくり考



 

 

 

 

授業改善 

 

の実践 

 

を実感させ

知的好奇心

の育成につ

なげる。 

また、生涯

学習の基盤

を作る。 

により、考えさ

せる授業を展開

する。 

・主体的な学びの

育成にむけた観

点別評価を実施

する。 

・校内研修（模擬

授業・実践発

表）を実施し、

授業全体のレベ

ルＵＰを図る。 

Ａ 

 

 

Ｂ 

えさせる授業を行うことは難

しい。自宅でレポートを解く

中で、考えさせる工夫が必要

であるので、レポートの内容

を工夫している。 

●観点別評価は始まったばかり

であり、本年度の反省を踏ま

えさらに工夫していく必要あ

る。 

○職員が面接授業を公開し、他

の教科の職員の刺激となっ

た。さらに実践したい。 

教科横断的な

学びの実践 

 

これからの社 

会に向け、文 

理融合教育 

を一歩進める 

・令和６年度用レ

ポートにおい

て、教科横断的

な学びを意識し

た設問等を作成

する。 

Ａ 

 

 

Ｂ 

●レポート提出の締切が前倒し

されたため、作成時間が足り

ないとの声があったが、期限

までに作成できた。教科横断

的に意識した問題がどれだけ

できたかは、今後の検証が必

要である。 

ＩＣＴを活用

した授業実践 

実技を伴わな 

い教科で、Ｉ 

ＣＴ活用８割 

を目指す。 

・タブレットや実

物投影機を使用

した授業実践を

共有する。 

Ａ 

Ｂ 

○後期に２回のＩＣＴ研修を行

った。電子黒板が全クラスに

整備されたので、授業へのＩ

ＣＴ利用頻度が増えた。 

キャリ

ア教育 

(進路 

指導) 

進路意識

職業意識

の向上 

 

入学時からの

計画的･組織

的進路指導の

実施による生

徒の進路意識

・職業意識の

向上 

 

・進路指導充

実のため、

進路部主導

の業務や企

画内容の改

善を図る。

必要に応じ

て新たな取

組の追加と

共に、より

効果的な指

導のため、

企画の精選

を図る。 

・進路便りや進路室

前掲示コーナー、各

クラスへの配付物

による情報の提供

を行う。 

・進路情報収集のた

め、学校説明会、企

業説明会の情報を

提供し、生徒、職員

ともに参加の機会

を増やす。 

・ヤングハローワー

ク、キャリアサポー

ターとの連携を図

る。 

･通信制大学説明会

等の内容を改善す

る。 

・キャリアパスポー

ト、生徒用面接マニ

ュアル等の内容の

充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

〇掲示コーナーへのタイムリー

な情報開示ができた。 

〇進路部以外の職員も説明会へ

の参加の機会が増え、昨年以上

に情報収集、生徒への情報提供

ができた。 

〇通信制の生徒が利用しやすい

ように、毎月第４水曜日にキャ

リアサポーターとの就職相談の

機会を設けた。 

〇通信制大学説明会については、

予定した時間内に納まるように

事前に学校紹介動画作成を依頼

する形式に改め、７月の三者面

談の時に必要な生徒・保護者に

は事前に視聴できるようにし

た。 

〇小規模ながら、キャリアパスポ

ート、生徒用面接マニュアルの

内容を吟味し、改訂した。 

進路決定

率の向上 

 

 

生徒の希望に

大切にした進

路実現 

新規学卒求人 

を利用しての 

就職内定者及 

び大学等合格 

者の割合にお 

いて前年度以 

上を目指す。 

・小論文、志望理由

書の指導を充実

に向け、職員研修

会に参加する。 

・大学受験希望者に

向けた指導、助言

の機会拡充。 

・生徒のニーズに応

じた進路相談、学

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

〇小論文対策講座に職員５名が

参加した。（進路部４名、進路

部以外１名） 

〇若者サポートステーションと

連携し、卒業学年生徒を対象と

した自己決定力養成講座を実

施した。 

〇熊本YMCA学院より外部講師を

招聘し、就職・学校推薦での進



習支援の充実の

ため、若者サポー

トステーション

やジョブカフェ

等専門機関との

連携を図る。 

学希望者に対する面接マナー

指導を実施した。専門家による

一斉指導にすることで、内容の

充実と卒業学年団職員の負担

軽減を図った。 

〇若者サポートステーションや

県庁労働雇用創生課等の専門

機関との情報共有、連携を充実

させることができた。 

●在籍生徒の多様化に伴い、進路

指導の面においても個別的な

配慮が必要なケースが増加し

負担となっているが、職員間の

協力のもと何とか対応してい

る。 

生徒 

指導 

 

生徒の主

体性の向

上（自主

・創造） 

 

生徒会活動な

ど、生徒が主

体的に参加で

きる行事の充

実 

・行事等への

参加率を前

年度比１０

％増とす

る。 

・学校行事に

おけるマナ

ーを徹底す

る。 

・生徒会執行部の組

織活性化を図る。 

・生徒が参加でき

る、参加したくな

る行事内容へ工

夫改善する。 

・生徒への周知徹底

を図る。 

 

 

 

 

Ａ 

 

○生徒会執行部の人数が増加し

てきており、徐々に活動が活発

になっている。 

○生徒会執行部を中心に各行事

も活発になってきている。 

○１１月末に研修旅行（バス旅

行）を実施した。開催日程や職

員の引率等課題はあるものの、

参加した生徒には大変好評で

あったようである。 

法令遵守

と規範意

識の向上 

法律やマナー

を守る意識、

規範意識の育

成 

・特別指導件

数を減ら

す。 

・校内外の巡回を強

化する。 

・関係機関との連携

を強化する。 

・内規の見直しを適

宜行う。 

・生徒や家庭への周

知徹底を図る。 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

○前期にスクーリング時の巡回

を定期的に実施したが、後期か

らはそれに加えて毎時間ごと

に全職員（ローテーション）で

校内巡回を実施した。 

○特に警察との連携を密にした。 

●内規については、本校の現状と

社会情勢等を十分考慮しなが

ら進めている。 

●特別指導（問題行動）は本年度

１３件のべ１７名（昨年度と同

等数）であった。生徒数は増加

しているので、発生割合は減少

している。今後は転・編入時の

本人や保護者への法令遵守や

規範意識についての周知徹底

等も必要であると考えられる。 

いじめ

の防止

等 

いじめ等

の問題行

動の未然

防止等 

生徒指導･年 

部を中心に組 

織的対応の徹 

底 

・年２回の全

体調査及び

個人面談実

施 

・調査内容を職員

全体で情報共有

し、いじめを許

さない雰囲気を

醸成。 

・定期的な担任面

談巡回指導、登

校指導等徹底す

る。 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

●１２月に実施した「心のアン

ケート」で、１件のいじめ事

案があった。学年部を中心に

聞き取り調査を行い、いじめ

防止対策委員会でいじめと認

定された。現在、解消に向け

て取り組んでいる。 



人権教

育推進 

 

～道徳

性と豊

かな情

操～ 

互いを尊

重する人

権教育の

推進 

他者の考えを

理解し共感す

る能力の育成 

 

・校内生活体

験発表会や

定通文化大

会への前年

度以上の参

加率の達成 

・大会の趣旨や参

加することの意

義について、生

徒に伝えてい

く。 

・ＬＨＲ等を活

用。 

 

 

Ｂ 

〇校内の生活体験発表会は、各

学年から代表生徒が発表し、

多くの生徒が、発表者の生き

方と自分の生き方とを重ね、

しっかりと受け止めていた。 

命を大切

にする心

を育む指

導 

全ての教育活

動を通じた、

生徒・職員の

自他尊重の感

覚の育成 

・人権尊重を

基盤にした

授業、特別

活の実施 

・職員の人権

感覚と実践

力の向上 

・テーマに沿った

生徒向け講演実

施 

・啓発資料の発行

し活用してい

く。 

・全職員による校

内外研修参加を

計画的に実施す

る。また、研修

後の情報共有を

行う。 

 

 

 

 

Ｂ 

○人権教育講演会では、ＬＧＢＴ

Ｑに関するビデオを視聴し、Ｌ

ＧＢＴＱについて正しく理解

するとともに、自分の中の様々

な差別意識に気づき、自ら進ん

で差別を無くして行こうとす

る姿勢の大切さを学んだ。 

〇年間を通して、校外研修への一

人 1 回の参加を実施し、全職員

で人権意識の向上を目指した。 

生徒 

理解 

及び 

生徒 

支援 

 

 

 

 

生徒相談

生徒理解

の充実 

 

学級の枠を超

えて学校全体

で相談できる

体制の整備 

・半期１回以

上の個人面

談の実施 

・生徒理解研

修の充実 

・スクールカ

ウンセラー

・スクール

ソーシャル

ワーカー活

用推進 

・安心安全メール

を 

活用し、生徒、

保護者への相談

窓口を周知する

。 

・生徒全員の定期

的な担任面談実

施。 

・生徒理解研修を

年２回実施し、

生徒情報共有す

る。 

・職員とスクール

カウンセラー・

スクールソーシ

ャルワーカーと

の情報共有 

 

 

 

Ｂ 

〇全生徒へスクールカウンセラ

ー・スクールソーシャルワー

カーの相談窓口を周知させる

ため、保健便り、安心・安全

メールやホームページで呼び

かけを行った。 

〇生徒理解研修を前期 1 回、後

期１回実施し、生徒情報を共

有し、配慮の必要な生徒の理

解と適切な対応に役立てた。 

●特別支援教育と連携してい

く。 

●後期の後半になり、配慮を要

する生徒の情報が分かること

があった。担任面談の充実

や、職員のスキルアップ研修

などを計画実施していく。 

 

特別支援

教育の推

進 

特別支援教育

推進委員会の

充実 

（生徒情報の

把握、理解、

支援について

協議） 

・多様な個性

･特性のあ

る生徒の理

解 

 

・協議の上、

対応を検討

する。 

・特別支援教育推進

委員会(月１回)

を開き、各学年の

生徒情報を共有･

支援を検討する。 

・関係校、関係機関

と密に連携する。 

・個別の教育支援計

画・指導計画を立

案し作成する。 

 

 

 

 

Ｂ 

〇特別支援教育委員会は月１～

２回に定期的に実施し、２月

で計１０回実施した。生徒の

情報共有、支援の検討を行っ

た。 

 

〇個別の支援計画、指導計画は

担任へ〆切を設定し項目ごと

に入力依頼をした。学年ごと

各担当の先生に内容の確認を

していただき、保護者との面

談、情報共有を徹底した。現

時点での作成分９６人

（R6.1.24） 

●生徒の心身の状況をすべて把

握することはできておらず、

出来事等が起きて、診断や病



状を知ることになった。 

特別支援教育

支援員の活用

を含めた学校

全体の支援体

制の充実 

支援対象生徒 

とその周囲の 

生徒がともに 

安心できる環 

境整備（理解 

推進･職員の 

対応力向上） 

・ケース会議（不

定期）を実施・

充実させる。 

・対象生徒や保護者

に寄り添い、支援

をしていく。 

 

 

 

Ａ 

 

 

○ケース会議は５～６人の生徒

について不定期に実施した。外

部でのケース会議は２回実施

した。 

●各クラスで支援の必要な生徒

を、学年、委員会を通して情報

共有し、担任と連携していく。 

 

 

 

地域と

の連携 

（コミ

ュニテ

ィ・ス

クール

など） 

 

 

熊本地震

や令和２

年７月豪

雨の教訓

を踏まえ

た、防災

意識向上

と地域連

携の強化 

防災意識の向

上及び地域と

一体となった

災害時の連携

体制の推進 

 

・地域との連

携を強化し

避難所運営

に向けての

準備 

・防災に関し

て生徒・保

護者へ啓発 

・三課程で情

報共有し対

策を統一 

・避難訓練に向

けて職員の防災

意識向上。 

・コミュニティ

スクールの一層

の充実。 

 

・各教科の学習

内容に関連した

防災教育の展

開。 

 

・防災関連情報

チラシの年間定

期発行。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

〇ぼうさい通信の定期的な発行

により、職員と生徒の防災意

識の向上に貢献した。 

 

●避難訓練について、多くの生

徒が参加し充実したものとな

るよう、入念に準備を行う。 

 

避難訓練の参加者は、昨年より 

も１２名増加し滞りなく行うこ 

とができた。 

保護者と

の連携 

生徒･保護者 

職員間の共通 

理解の深 

化 

・生徒の学習

状況につい

ての情報の

共有。 

・保護者会・

担任面談の

充実。 

 

 

・保護者に信

頼され、相

談のしやす

い体制作り

。 

・安心メールを活用

した保護者への

通知、連絡。 

 

・早くからの出席の

呼びかけ、面談の

際に具体的な話

をするための、担

任の準備。 

 

・相手の立場に立っ

た、丁寧な文書の

作成や電話の対

応の実践。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

〇安心メールでの連絡と保護者

の確認の流れが定着した。 

 

〇担任面談の時間は充実したも

のとなり、保護者から「来てよ

かった」との声もあった。 

 

●配付資料や電話応対等、さらに

相手の立場に立った対応に努

める。 

 

学校評価アンケートには、保護者 

からの感謝の声が多くあった一 

方、学校との意思の疎通がうまく 

いっていないことを示す声もあ 

った。職員間での情報の共有と、 

さらに丁寧に生徒、保護者と関わ 

る姿勢を意識する必要がある。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

４ 学校関係者評価 

（１）部活動の活発化は学校の魅力の一つになる。できるだけ多くの生徒に部活動に所属してもらうため、

「ゆる部活」を勧めたい。 

（４）地域の行事では生徒に参加してもらい感謝している。その中で卒業生が学校に関心を持ち、生徒と一

緒に活動している姿を見てとても良い学校だと思いました。 

（３）いじめ対策についてはアンケートや、生徒の様子をよく観察することで早期発見、早期の解決に結び

付けてもらいたい。また、生徒に信頼される対応をしてほしい。 
 

５ 総合評価 

（１）８つの大項目に設定した「２９の評価の観点」において、Ａ評価→６、Ｂ評価→２３ Ｃ評価→０  

Ｄ評価→０の結果から、学校評価目標は概ね達成できたと考える。 

（２）大項目「学校経営」の小項目「スクールミッション及び教育重点目標が示す『資質・能力』の育成」

では、スクールミッションに示した「自己管理能力」の育成を職員および生徒が意識することができ

た。結果、全ての学年において、目標進級率を上回ることができた。 

（３）大項目「学力向上」では、主体的・対話的で深い学びの実践に向け、全職員の共通理解のもと授業改

善を進める事ができた。生徒からの「スクーリング感想」は、「学ぶことが楽しい」と好評の感想が

多く寄せられた。 

（４）大項目「キャリア教育」の小項目「進路決定率の向上」では、各大学、専門学校への合格や就職内定

を達成することができた。 

（５）学校評価アンケートは、1 項目（学校行事）を除き、教育活動への取組意欲・満足度等が高かった。 
 

６ 次年度への課題・改善方策 

（１） 大項目「学力向上」小項目「生徒の自己管理」のレポートの提出率は昨年より数値が下がった。各

学年の進級単位取得に向け、標準単位よりも多く教科・科目の履修計画を組むようにしていること

も一要因として考えられる。 

（２） 生徒・保護者・教師の三者アンケートで質問項目「学校行事等への積極的参加」の回答が、昨年同

様低い。特別活動参加への意識改革が生徒・教師共に必要である。 

 
 


